
内容につきましては、「令和2年度税制改正大綱」(令和元年12月12日与党公表)に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要を
まとめたものです。そのため、今後国会に提出される予定の法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合も
ありますのでご留意ください。
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速 報

その他 準確定申告の電子的手続の簡素化

1．改正の概要

2．適用時期

55

3．今後の注目点

ｅ-Ｔａｘによる所得税の準確定申告書の提出について、その準確定申告書に記載すべき事項と併せて申告書確認情報（電子署名及び電
子証明書を送信する相続人（以下「申請等相続人」という。）以外の相続人がその準確定申告書に記載すべき事項を確認したことを証する
電磁的記録をいう（以下「確認書」という。）。）を送信する場合においては、その申請等相続人以外の相続人の電子署名及び電子証明書
の送信を要しないこととする。

税務署

（e-Taxホームページ）

電子申告

申告書
データ

確認書 署名

確認書

申請等相続人
申請等相続人
以外の相続人

注 準確定申告のe-Taxによる申告については、運用（システム）上、行うことができない状況となっている。

申請等相続人
のみ申請等相続人

以外の相続人

2020年（令和2年）分以後の所得税の準確定申告書を2020年（令和2年）1月1日以後に提出する場合について適用する。

①e-Taxによる準確定申告書の提出が、いつから行うことができるようになるか。
②準確定申告書の電子手続きについて、税理士が代理申告する場合には相続人の電子署名等は不要になるか。


